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簡易公募型プロポーザル方式に係る手続開始の公表 

 

 

 次のとおり技術提案書の提出を招請します。 

令和６年 １月 １６日 

千葉市病院事業管理者 

山本 恭平 

 

１ 業務概要 

（１）業 務 名 千葉市立新病院地下水浄化設備整備・運営維持管理業務委託 

（２）事業場所 千葉市美浜区若葉 3丁目 1番 27、41 の一部 

（３）委託期間 契約締結日（令和５年度中）から令和〇〇年〇月○日までを想定 

        （令和７年度予定の供給開始日から１５年間） 

（４）業務内容 別紙業務委託仕様書（案）のとおり 

 

２ 参加資格要件 

本プロポーザルに参加する者は、次に掲げる条件を満たすものとする。 

（１）令和４・５年度千葉市委託入札参加資格者名簿に登録されている者であること。 

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない 

者で、次のいずれにも該当しないものであること。 

  ア 手形交換所による取引停止処分を受けてから２年間を経過しない者 

  イ 当該事業の提案書提出日前６か月以内に不渡手形又は不渡小切手を出した者 

ウ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の更生手続開始の申立てをした者で、同

法に基づく裁判所からの更生手続開始決定がされていない者 

エ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の再生手続開始の申立てをした者で、同

法に基づく裁判所からの再生計画認可決定がなされていない者 

オ 千葉市物品等入札参加資格者指名停止措置要領（昭和６０年８月１日施行）及び千

葉市建設工事請負業者等指名停止措置要領（平成２９年５月２３日施行）に基づく指

名停止措置等を技術提案書の提出日から契約の締結日までの間に受けている者 

カ 千葉市内において、都市計画法(昭和４３年法律第１００号)に違反している者 

  キ 法人税並びに消費税及び地方消費税を完納していない者 

ク 千葉市内に本店又は営業所等を有する者にあっては、千葉市税（延滞金を含む。）

を完納していない者 

ケ 千葉市内に本店又は営業所等を有する者で、個人住民税の特別徴収を行うべき者

にあっては、個人住民税の特別徴収を行っていない者 

コ 千葉市暴力団排除条例（平成２４年千葉市条例第３６号）第９条に規定する暴力団
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員等又は暴力団密接関係者 

（３）平成３０年度から令和４年度までに日本国内の３００床以上の病院における地下水

浄化供給事業（専用水道として運用し、保守管理を継続的に実施しているもの）の元請

として業務を履行した実績を有する者。 

 

３ 技術提案書提出者の評価基準 

（１）技術提案書提出者の評価基準 

 審査項目 審査要点 点数 

１ 事業体制等 
事業者の事業規模、事業内容および事業実績は、

十分な履行能力があることを示しているか。 
８ 

２ 
地下水浄化設備の

構造及び材質等 

地下水浄化設備の構造及び材質は、水圧、土圧、

地震力その他の荷重に対して十分な耐力を有して

いるか。 

５ 

地下水浄化設備の耐震性は、災害時の「被害発生

の抑制」と「影響の最小化」の２つの観点から効果

的な提案がなされているか。 

５ 

経済的・合理的な地下水浄化設備の設置及び配管

の敷設が提案されているか。また、新病院整備工事

に過度な影響を及ぼさない施工方法が提案されて

いるか。 

５ 

３ 
地下水浄化設備の

制御及び監視等 

地下水浄化設備は、規模及び特性に応じて、流量、

水圧、水位、水質その他の運転状態を監視し、制御

するための必要な設備が提案されているか。 

７ 

４ 
浄化処理方式およ

び浄化水の水質 

水道法及び冷凍空調機器用水質ガイドライン等

に定める水質基準に適合するよう浄化した水が安

定的に供給できるよう提案されているか。 

７ 

５ 運営維持管理 

維持管理は予防保全を前提とし、法定点検等を確

実に行うよう提案がされているか、また、故障時は

即時に対応できる体制が整備されているか。 

７ 

６ 災害対応 

災害時に迅速に対応し、かつ安定的に安全な水を

供給できる事業体制が提案されているか。 
７ 

震災や停電発生時にも地下水浄化設備が確実に

運用できる具体的な提案がされているか。 
７ 

７ 経済性 

地下水浄化設備整備・運営維持管理のコストを継

続的に縮減する取組みが提案されているか。 
７ 

提案単価評価 １０ 
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８ その他 

病院運営及び地域住民等に影響が出ないよう防

音対策及び振動対策が提案されているか。 
５ 

万一の事故に備えた十分な補償等が提案されて

いるか。 
５ 

地下水浄化設備の運用開始にあたり、合理的かつ

具体的なスケジュールが提案されているか。 
５ 

その他、事業に関する有用な提案など。 １０ 

合計 １００ 

 

４ 事業者選定 

（１）選定委員会 

技術提案の特定に係る審査は、下記の委員で構成される千葉市立新病院地下水浄化設

備整備・運営維持管理事業者選定委員会で行う。 

（２）優先交渉権者・次点者の決定方法 

ア 委員の評価点の合計が最も高い提案者に優先交渉権を与え、その次に評価点 

   が高い提案者を次点者とする。 

イ 委員の評価点の合計が最も高い提案者が複数あった場合は、以下の順に優先交渉

権者を決定する。 

（ア）「６ 災害対応」の評価点の合計が高い提案者 

（イ）「７ 経済性」の評価点の合計が高い提案者 

（ウ）（１）及び（２）においても決定しない場合は、委員会の議による。 

ウ 次点者となる提案者が複数あった場合は、上記イを準用して決定する。 

（３）提案単価評価方法について 

  ア 評価に用いる単価について 

    評価点の算出に用いる単価は下記のとおりとする。なお、いずれも消費税及び地方

消費税を含まない。 

  （ア）上限単価   ４２１円／㎥ 

  （イ）基準単価   ３８２円／㎥ 

  （ウ）最大評価単価 ２５５円／㎥ 

  イ 評価点の算出方法 

提案単価評価の点数は、提案者より提出された技術提案書のうち、単価見積書（様

式 Ｔ－７）に記載された提案単価を用い、下記算式により評価点を計算する。なお、

小数点第３位を切り捨て、小数点第２位まで求めることとする。 

（ア）提案単価が基準価格を超え上限単価以下の場合の価格点：０点 

  （イ）提案単価が基準単価以下の場合の価格点：       

   （（基準単価－提案単価)／（基準単価－最大評価単価））×５点＋５点（基礎点） 
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 ※価格点が１０点を超える場合は１０点とする。また、提案単価が上限単価を超える場合

は失格とする。 

 

価格評価点のイメージは以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 手続き等 

（１）本プロポーザルに係る書類の提出等のスケジュール 

下表のとおり実施する。 

№ 書類等 

期限・期間 

（いずれも令和６年） 
提出・ダウンロー

ド・通知等 
自 至 

1 

プロポーザル手続

開始の公表及び 

公表に伴う書式の

ダウンロード 

1 月 16 日(火) ― 

市ホームページ（病

院局）からダウンロ

ード 

2 
質問の受付 

1 月 16 日(火) 
1 月 23 日（火) 

17:00 

担当部局あてにメー

ル 

3 
質問に係る回答の

公開 
1 月 26 日(金) ― 

市ホームページ（病

院局）にて公開 

4 
参加表明の受付 

― 
1 月 31 日(水) 

17:00 

担当部局あてにメー

ル 

5 
技術提案提出要請 2 月 7日(水) 

（予定） 
― 

要請者あてに通知 

10 点 

0 点 
255 円 

5 点 

421 円 382 円 

提
案
単
価
評
価
の
点
数 

提 案 単 価

（円／㎥） 
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6 
参考資料（設計 

図書等）の提供 
同上 ― 

技術提案提出要請時

に提供 

7 

技術提案の提出 

― 
3 月 4 日(月) 

17:00 

担当部局あてに郵送

または持参 

（郵送の場合は 3 月

4日必着とする） 

8 ヒアリングの実施 3 月 19 日(火)（予定） 詳細は後日通知 

9 特定者への通知 ヒアリングの翌

開庁日以降速や

かに 
― 

特定者あてに通知 

10 非特定通知 非特定者あてに通知 

11 
審査結果の公表 市ホームページ（病

院局）にて公開 

 

（２）担当部局提出・照会先 

   後述する「10 担当部局、資料等入手先、提出先、その他情報等一覧」に記載のと

おり。 

（３）質問書についての補足 

ア 口頭による質問は不可とする。 

イ 質問は、文書（様式第１号）をメールに添付の上、送信すること。 

なお、文書には回答を受ける窓口担当の部署、氏名、電話、FAX 番号及び電子メ

ールアドレスを併記すること。 

（４）参加表明書の提出 

  ア 留意事項 

（１）に記載の期間内に様式に記載の上、（２）まで電子メールにより提出する

こと。（電子メール送付の後電話連絡をすること。） 

  イ 提出資料 

  （ア）プロポーザル参加表明書（様式第２号） 

   （イ）履行実績を証明する契約書及び履行確認書等の写し 

   （ウ）誓約書（様式第３号の１、３号の２） 

（５）技術提案書の提出 

  ア 留意事項 

（１）に記載の期間内に、紙（正本：押印したもの）及び電子データ（Microsoft 

Word 形式、Microsoft Excel 形式又は PDF 形式）を記録した CD‐ROM（又は DVD‐

ROM）を各１部作成し、（２）まで郵送または持参とする。郵送する際には、封筒表

面に「千葉市立新病院地下水浄化設備整備・運営維持管理業務委託 技術提案書 

在中」と朱書きし、簡易書留の扱いとすること。なお、事故等による未着について、

発注者は責任を負わない。また、紙の技術提案書については、副本として様式Ｔ－
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７－２を除く様式Ｔ－１－１から様式Ｔ－８－４までをまとめたものを８部作成

し、正本・副本ともに容易に散逸しない程度にホチキス等で止めること。なお、技

術提案書内の様式Ｔ－０を除く各様式には会社名を記載しないこと。 

  イ 提出資料 

    「技術提案書提出時様式集」のとおり。 

 （６）参考資料（設計図書等）の提供 

    技術提案提出要請を行った者に対し、新病院整備工事の抜粋図面等の参考資料を

提供する。 

（７）プレゼンテーション・ヒアリング 

プレゼンテーション・ヒアリングの日時、場所、留意事項等は、技術提案書が提出

された後、提出者宛てに通知する。 

 

７ 契約方法 

（１）契約の締結 

ア 優先交渉権者の決定後は、優先交渉権者より見積書を徴し、詳細な業務の内容及

び契約条件について協議・合意した後に、４（３）ア（ア）に示す上限単価を超え

ない範囲内で随意契約により契約を締結するものとする。 

イ 上記アの交渉が不成立の場合には、市は順次次点以下の応募者と交渉を行い、契

約を締結するものとする。 

 

８ 契約条件等 

（１）支払条件 

毎月末締めとし、請求を受けた日から３０日以内 

（２）契約書 

契約にあたっては、契約書を２通作成し、各１通を保有する。 

（３）契約保証金 

要する。ただし、千葉市契約規則第２９条に該当する場合は免除とする。 

（４）契約手続において使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨 

（５）契約単価 

   ４（３）ア（ア）に示す上限単価を超えない金額とする。 

 

９ その他 

（１）無効となる参加表明書又は技術提案書 

参加表明書又は技術提案書が次の条件に該当すると判断された場合には、失格と

する。 
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ア 提出方法、提出先、提出期限に適合しないもの 

イ 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの 

ウ 作成要領に指定する作成様式及び記載上の留意事項に示された条件に適合しな

いもの 

エ 記載すべき事項以外の内容が記載されているもの 

オ 許容された表現方法以外の表現方法が用いられているもの 

カ 参加表明書もしくは技術提案書に虚偽の記載をし、あるいはその他不正の行為

があった場合 

キ 追加として提出されたもの及び修正として提出されたもの 

ク 提案が他の提出者と複数項目にわたり酷似しているもの 

ケ 提出者が委員会の委員に不当な働きかけを行った場合 

（２）受注資格の喪失 

本件業務を受注した者（協力を受ける他のコンサルタント等を含む。）が建設業と

資本・人事面等において関連があると認められる場合、当該関連を有する建設業の企

業は、本件業務に係る実施設計技術支援業務及び当該工事を請負うことができない

ことがある。 

（３）非選定及び非特定理由の説明 

技術提案書の提出者として選定されなかった者及び技術提案書を提出した者のう

ち、技術提案を特定されなかった者に対して、その旨及びその理由を書面により通知

する。 

 （４）参加者数 

    参加者が１者の場合でも本プロポーザルは実施する。この場合、技術提案書等の内

容を確認の上、問題がなければ審査を行い、選定委員会の議によりその者を「最優秀

提案事業者」として選定することが出来る。 

 （５）参加の辞退 

    本プロポーザルを途中で辞退する者は、速やかに担当部局に辞退届（様式第４号）

を提出すること。 

（６）その他 

ア 参加表明書、技術提案書の作成、提出及びヒアリングに要する費用の支払いは行

わない。 

イ 技術提案書の内容から提出者名が判別できる表現を使用しないこと。 

ウ 参加表明書及び技術提案書の提出後の差替え及び再提出は、発注者から提出書

類の補正を指示するなどの場合を除き、できない。また、参加表明書及び技術提案

書に記載した配置予定の技術者は、病休、死亡、退職等特別な場合を除き、変更で

きない。 

エ 技術提案書の作成のために発注者より受領した資料は、発注者の了解なく公表・
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使用することはできない。 

オ 提出された参加表明書及び技術提案書は、技術提案の提出者の選定及び技術提

案の特定以外に提出者に無断で使用しないものとする。 

 

10 担当部局、資料等入手先、提出先、その他情報等一覧 

（１）担当部局 

   住  所 〒２６０－００２６ 千葉市中央区千葉港２番１号 

   担当部局 千葉市病院局経営企画課病院整備室設備班 

   電話番号 ０４３（２４５）５７４１ 

   ＦＡＸ ０４３（２４５）５２５７ 

   Ｅ－ｍａｉｌ shinbyouin@city.chiba.lg.jp 

   ホームページ https://www.city.chiba.jp/byoin/index.html 

（２）資料等入手（ダウンロード）先 

ホームページ（千葉市病院局） 

URL：https://www.city.chiba.jp/byoin/index.html    

（３）提出先 

   千葉市病院局経営企画課病院整備室設備班 

   Ｅ－ｍａｉｌ shinbyouin@city.chiba.lg.jp 

（４）書類等の授受について 

ア 担当部局の受信の都合上、ファイルは５ＭＢを限度として作成し、これを超える

ときは分割して送信すること。 

イ 担当部局からの発信は、Ｅメールによる送信及びホームページからのダウンロ

ードを併用する。 

ウ 送信されたデータは事務局でプリントし、審査等に使用する。 

エ Ｅメール送信後は担当部局に電話にてその着信を確認すること。 

オ データはＰＤＦ化して提出すること。ただし、別に担当部局から指示ある場合は

この限りではない。 

カ 要求された内容以外の資料については受理しない。 

 


